
平成２５年度定期監察結果の概要

平成２６年３月平成２６年３月

国土交通省大臣官房総括監察官

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



国土交通省における監察の目的及び定期監察のスケジュール

◆国土交通省における監察の目的

①事務の合理的運営、②官紀の保持、③不正行為の防止、④優良な団体又は職員の推賞

所管行政の改善向上及び公正な業務執行の確保に資する

◆平成２５年度定期監察スケジュール

平成２５年 ４月 平成２５年度監察基本計画決定（国土交通大臣決定）

平成２５年 ６月～１１月 現地監察実施

平成２５年 １２月～２６年 １月 報告書とりまとめ

平成２６年 ３月 報告書公表

平成２６年 ６月まで 対象機関より措置状況報告
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平成２５年度の定期監察事項及び対象機関

（１）監察事項（１）監察事項

①１ 入札談合等関与行為の再発防止の取組

① 家 務員倫 他 プ 徹底 関する 組①２ 国家公務員倫理その他のコンプライアンス徹底に関する取組

② 大規模災害発生時の対応に関する取組

（２）対象機関（ ）対象機関
監察事項①１： 全地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局

監察事項①２： 東北、関東、中部及び中国の各地方整備局並びに

北陸信越、中部、近畿及び九州の各地方運輸局

監察事項② ： 東北、関東、中部及び中国の各地方整備局、

北陸信越、中部、近畿及び九州の各地方運輸局並びに

内閣府沖縄総合事務局 2



監察事項①：入札談合等関与行為の再発防止その他コンプライアンス徹底の取組

◆概要◆概要
平成２５年３月にまとめた「高知県内における入札談合事案に関する調査」報告書の再

発防止対策に係る取組状況、コンプライアンスの各種対応窓口の設置状況等、個人情報

の保護及び情報セキュリティポリシーに係る取組の状況 庁舎管理の状況についての監の保護及び情報セキュリティポリシーに係る取組の状況、庁舎管理の状況についての監

察を実施した。

各監察対象機関においては、入札談合事案再発防止策、国家公務員倫理法等の周知、

ンプライアンス指導者の養成等に的確に取り組んでおり 横展開を推奨すべき事例もコンプライアンス指導者の養成等に的確に取り組んでおり、横展開を推奨すべき事例も

見られる一方、さらなる改善が必要な点も見られた。

◆主な提示意見
各監察対象機関の長をはじめとする幹部職員は、コンプライアンスの徹底を図るため、自

らを律するのはもちろんのこと、先頭に立って現場の部下職員に語りかけその倫理観の涵

養及び保持の徹底を図るとともに 職員が自らの職務に自信と誇りを持 て取り組むこと

◆主な提示意見

養及び保持の徹底を図るとともに、職員が自らの職務に自信と誇りを持って取り組むこと

ができる職場環境作りに取り組むこと。

各監察対象機関においては、セルフチェックを行った場合には正解率が低い質問に対する

フォローアップの実施等、分析の結果明らかとなった課題を踏まえて、事後の周知・指導内

容に反映させるなどの取組を講じること。

各監察対象機関においては、コンプライアンス・アドバイザリー委員会の議事について、委

員からの質問・意見だけではなく、実際に回答した内容や、その後、実施した対応策がある

ならば、可能な範囲でそれらを公表するなど、国民の理解を深める取組に努めること。 等 3



監察事項①：入札談合等関与行為の再発防止その他コンプライアンス徹底の取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（１）複数事務所によるコンプライアンス意見交換（近畿地方整備局）

近畿地方整備局においては、管内事務所を７ブロックに分割し、

ブロック単位でのコンプライアンスチーム会議や、相互にチェック

し合うコンプライアンストレーニングを開催するなどしている。

本局からも調査官 適 業務指導官等が参画 ブ ク内本局からも調査官、適正業務指導官等が参画し、ブロック内の

事務所が情報交換を行うことにより、よりよいコンプライアンス

への取組を素早く横展開できるなどの点で評価できる。
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監察事項①：入札談合等関与行為の再発防止その他コンプライアンス徹底の取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（２）ｅ－ラーニング等の導入と職員の理解状況の把握と周知

（北海道開発局、近畿地方整備局）

北海道開発局においては、コンプライアンスに関する職員の理解状況

把握にｅ－ラーニングを導入し、その結果について正答率の低かった

問題と解説などを職場にフィードバックしており評価できる。問題と解説などを職場にフィ ドバックしており評価できる。

また、近畿地方整備局ではコストの面からｅ－ラーニングシステムは未

導入であるが、パワーポイントを利用したセルフチェックシートを作成し、

発注者綱紀保持セルフチェックシート 基礎編

職員が手軽にセルフチェックを行えるよう工夫しており評価できる。

次の設問を読んで、正しいものには「○」を、間違っているものには「×」
をクリックして下さい。

（問１） 発注者綱紀保持規程は、近畿地方整備局における発注事務に

関し、関係法遵守はもとより、綱紀の保持を図り、国民の信頼を

確保することが目的である。

発注者綱紀保持セルフチェックシート 基礎編

1

×○

発注者綱紀保持セルフチェックシ ト 基礎編

正 解
【解答】 ○

（問１ 解説）
発注者綱紀保持規程の目的は、規程第１条により「近畿地方整備局に

おける発注事務に関し、発注担当職員及び職員が遵守すべき事項を定
事等 事務 綱紀 保持 も
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めることにより、公共工事等の発注事務に係る綱紀の保持を図り、もって
国民の信頼を確保すること」を目的としています。
国民の理解と信頼のもとに良質な社会資本の整備をしっかりと進めて

いくことが、国土交通省の使命であり、国民の安全・安心に直結する公共
工事等を適正に実施することが強く要請されています。

問２へ進む



監察事項①：入札談合等関与行為の再発防止その他コンプライアンス徹底の取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（３）コンプライアンスインストラクターの育成（九州地方整備局）

九州地方整備局では 事務所等で実施される九州地方整備局では、事務所等で実施される

講習会等で講師等として指導する役割を担うコ

ンプライアンス・インストラクターを、これまでも

養 が技術系職員を含めて３４名養成していたが、新

たに３８名を養成し、計７２名体制と拡充し、講

習会等の実施を充実させ、また、コンプライア

ンス・インストラクター研修を開催した際の研修

の様子をＤＶＤに収録し、各地整等に配布する

など広く活用している。など広く活用している。

さらに、管内を５ブロックに分割し、各ブロック

単位で副所長会議（コンプライアンスインストラ

クタ ）を開催し 本局総括調整官 適正業務クター）を開催し、本局総括調整官、適正業務

指導官が参画しており、本局と事務所が一体と

なったコンプライアンス推進体制づくりを進めて

いる点が評価できる。
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監察事項①：入札談合等関与行為の再発防止その他コンプライアンス徹底の取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（４）本局等の行動目標の設定とそれに向けての業務の取組（近畿運輸局）

近畿運輸局においては、職員全員が同じ危機感と問題意識を共有し、かつ、職員一人一人が自ら意識改革を行

い、近畿運輸局の存在価値を高めることを目的に、近畿運輸局の行動目標を設定している。

さらに、各部、支局、事務所等においては、各個人が行動を起こしやすいような行動目標を所属単位で明確化し、

現状よりもレベルアップを図るための工夫や取組を目標として掲げ、業務を遂行している。現状よりもレ ルアップを図るための工夫や取組を目標として掲げ、業務を遂行している。
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監察事項②：大規模災害発生時の対応に関する取組

◆概要◆概要
防災に関してとるべき措置等を定めた国土交通省防災業務計画に基づき、必要な防災

業務計画等の作成状況、訓練や研修の実施状況、緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲ

ＣＥ）の整備 運用状況 業務継続計画（ＢＣＰ） の取組状況及び関係機関との連携状ＣＥ）の整備・運用状況、業務継続計画（ＢＣＰ）への取組状況及び関係機関との連携状

況について、東日本大震災等大規模災害への対応状況も踏まえ、監察を実施した。

各監察対象機関においては、大規模災害への対応を迅速かつ円滑に行うため、地域特各監察対象機関においては、大規模災害への対応を迅速かつ円滑に行うため、地域特

性を踏まえた様々な取組を行っていたが、一部に対応が不十分な点が見られた。

◆主な提示意見
各監察対象機関においては、大規模災害への対応体制や関係機関との協力・連携体制

を万全に整え、研修や訓練を繰り返すことによって職員の危機管理意識や対応能力の向

◆主な提示意見

上を図るとともに、問題点の検証とこれを踏まえた必要な措置を早期に講じる等、万全の

準備を平常時から継続して行っていくこと。

各監察対象機関の長等の幹部職員は、平常時から、非常時における自身の役割や心構各 察対象機関 長等 幹部職員 、 常時 、非常時 おけ 自身 役割 構

え、リーダーシップのあり方等について認識を高めておくとともに、部下職員の危機管理

意識や組織としての対応能力の向上を図るための取組を継続して実施すること。

東北地方整備局 近畿運輸局及び沖縄総合事務局においては Ｃ や災害対策本部
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東北地方整備局、近畿運輸局及び沖縄総合事務局においては、ＢＣＰや災害対策本部

運営要領等に掲載している参集予定方法及び参集予定時間の一覧表について、人事異

動等があった際には速やかに見直しを行うこと。 等



監察事項②：大規模災害発生時の対応に関する取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（１）東日本大震災の経験・記録を整理し後世に伝えるための取組（東北地方整備局）

東日本大震災の経験を基に、各クラスの指揮

官の行動規範となる具体の指針をとりまとめ

た「災害初動期指揮心得」は、国土交通大学

校や東北管区警察局警察学校の研修教材と校や東北管区警察局警察学校の研修教材と

して使用されるなど、今後の大規模災害対応

の重要な指針となっている。また、東日本大震

災の記録を整理し、後世に伝えるためのウェ

ブサイト「震災伝承館」では、約１万点の写真・

映像等を収蔵していた。その他、東日本大震

災に関わる記録集、図書類を数多く作成して

いた。

東日本大震災の記録や 対応する職員の活東日本大震災の記録や、対応する職員の活

動記録、またそれらから得られた多くの教訓は

非常に重要なものであり、それらを整理し後世

伝 る 組を着実 行 おり評価 きる
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に伝える取組を着実に行っており評価できる。



監察事項②：大規模災害発生時の対応に関する取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（２）災害時の応急対策・資材調達に関する業者等との協定（関東地方整備局）

関東地方整備局の各事務所においては、緊急時における被害拡大防止と被災施設の早期復旧を目的として、所管施設を

一定区間に区切り、それぞれの区間においてあらかじめ応急対策協力業者を公募による技術審査により選定し、協定を

締結していた。また、事務所の協力業者が被災等を受け機能しない場合は、本局が日本建設業連合会関東支部や管内各

県建設業協会との協定に基づき、対応可能業者を特定するなど、災害発生から業者への協力要請の流れに関する手順

が整理されていた。

災害発生時の応急対策・資材調達を迅速に行うための仕組みが、事務所だけでなく局のバックアップ体制も含めて整備さ

れ さらにこれを円滑に機能させるための訓練も実施されており評価できる。

④①

れ、さらにこれを円滑に機能させるための訓練も実施されており評価できる。

事務所における協定区間の設定事例

②

③

⑤

③

⑥

⑦

⑨
⑧ 10



監察事項②：大規模災害発生時の対応に関する取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（３）関係機関との連携・協力に関する取組（中部地方整備局、中部運輸局）

東日本大震災を踏まえ、中部圏の国、地方公共団体、学識経験者、地元経済界による「東海・東南海・南海地震対策中

部圏戦略会議」を設立し、南海トラフ巨大地震などの広域的大災害に対し、中部圏の実情に即した予防対策や応急・復

旧対策などについて総合的かつ広域的視点から重点的・戦略的に取り組むべき事項を「中部圏地震防災基本戦略」とし

て策定し、さらに、「優先的に取り組む連携課題」を１０課題選定し、平成２５年度より、課題解決のためのフォローアップ

を実施していた。

本取組は、中部圏における防災に関わる多くの機関が一同に会し、情報共有のみならず具体的な課題を選定し責任者

を決めて解決に当たるなど 今後発生が想定される巨大地震に対する広域的かつ戦略的な取組と言え評価できる。を決めて解決に当たるなど、今後発生が想定される巨大地震に対する広域的かつ戦略的な取組と言え評価できる。

戦略会議の概要

東日本大震災を踏まえ、運命を共にする中部圏の国、地方公共団体、学識経験者、地元
経済界が幅広く連携し、東海・東南海・南海地震等の巨大地震に対して総合的かつ広域的
視点から一体となって重点的・戦略的に取り組むべき事項を「中部圏地震防災基本戦略」

「中部圏地震防災基本戦略」のポイント

国の機関や地方公共団体のみならず、学識経験者や地元経済界などが一体となって策定

被害の最小化のためには、各機関が緊密に連携し事前に十分な対策を講じることが必要

学識経験者

国の
地方支分部局 経済団体

として協働で策定し、フォローアップしていきます。

東海・東南海・南海
地震対策

中部圏戦略会議

東海・東南海・南海
地震対策

中部圏戦略会議

「中部圏地震防災基本戦略」の中から各機関の緊密な連携なくしては達成が難しく、
かつ緊急に対処すべき１０課題を「優先的に取り組む連携課題」として選定

基本戦略の推進に向けて

生活や経済活動を守る施策の推進
地方公共団体 ライフライン

関係団体

その他企業・団体
等

地震・津波対策アドバイザリー会議分 野 別 検 討 会

中部圏戦略会議
事務局：中部地方整備局

中部圏戦略会議
事務局：中部地方整備局

１．生活や経済活動を守る施策の推進

２．アクションプラン策定による
着実な施策の推進

３．「中部圏地震防災基本戦略」各施策について
国への働きかけ
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南海トラフ巨大地震などの広域的大災害に対し、中部圏の実情に即した予防対策や応
急・復旧対策などについて総合的かつ広域的視点から重点的・戦略的に取り組むべき項目
や内容をとりまとめたものです。

「中部圏地震防災基本戦略」とは
４．地震・津波防災訓練（防災-TEC）の

毎年実施

Ｈ２４．３．１３ 防災-ＴＥＣ（防災訓練）



監察事項②：大規模災害発生時の対応に関する取組

◆推奨事例

推奨事例

◆推奨事例
（４）緊急時の輸送体制の確立に向けた取組（北陸信越運輸局）

北陸信越運輸局においては、平成１６年１０月に発生した新潟県中越地震の際、物流面において大きな混乱が生

じたため、災害時に物資の緊急・救援輸送等が円滑に行われるよう、被災自治体への物流専門家の派遣等を盛

り込んだモデル的な協定案を策定し、管内各県、各県トラック協会及び倉庫協会に対し協定の締結又は見直しを

働きかけた結果、平成１７年度中に管内各県とトラック協会及び倉庫協会との間で、「災害発生時の物資の緊急・

救援輸送・保管等に関する協定」が締結されていた。

本取組は、関係当事者間で災害時の緊急・救援物資輸送協定等が締結されていなかったことが初動対応の遅れ

に繋がったなどの課題を踏まえ 他の運輸局に先駆けて行った取組であり評価できる。に繋がったなどの課題を踏まえ、他の運輸局に先駆けて行った取組であり評価できる。

緊急時の輸送体制の確立に向けて 北陸信越運輸局
中越地震（平成１６年１０月２３日１７時５６分発生）

Ｍ６．８ 最大震度７（新潟県川口町（現在長岡市））
死者６８名、重軽傷者 約４，８００名
避難者 最大で１０万人超

全国から救援物資が輸送される全国から救援物資が輸送される
被災市町村の物資保管、避難所等への配送に混乱

新潟県トラック協会
新潟県倉庫協会専門家派遣

アドバイス
倉庫借上げ 等

混乱解消 北陸信越運輸局

働きかけ

混乱の原因 ： 関係当事者間で、災害時の緊急・救援物資輸送協定等未締結

北陸信越運輸局

管内４県
（新潟県・長野県・富山県・石川県）

管内各県トラック協会
管内各県倉庫協会

協定締結

働きかけ 働きかけ
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協定締結

・物資輸送と物資保管は相互不可欠な一連の作業であることから、トラック協会のみならず倉庫協会
も当事者とした。

・緊急・救援輸送等に関して助言を行う物流専門家の派遣を要請事項に明記した。

平成１７年度中に管内各県とトラック・倉庫協会で協定締結
協定のポイント


